
災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定 
 

 北海道（以下、「甲」という。）と特定非営利活動法人 Digital 北海道研究会 北海道ドローン

協会（以下、「乙」という。）とは、北海道内に地震、風水害、噴火、原子力災害その他の大規模

災害（災害対策基本法第２条第１号に該当する災害をいう。）が発生し、又は発生のおそれがあ

る場合（以下、「災害時」という。）のドローンによる支援活動（以下、「支援活動」という。）に

関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時において甲が乙に対して行う支援活動の要請に関して、必要 

な事項を定める。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合は、乙に対し協力を要請することができるものとする。 

（１） 北海道内において災害等が発生したとき、または発生するおそれがあるとき 

（２） その他、甲が必要と認めるとき 

２ 前項の要請は、乙に対し、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等

により要請し、事後に書面を提出するものとする。 

 

（協力要請の対象） 

第３条 この協定における協力要請の対象は次に掲げるものとする。 

（１） 北海道内の被災地等におけるドローンによる調査、情報収集、広報及び物資の運搬 

（２） 前号の活動の実施に当たり必要となる操縦者の派遣、機体の提供 

（３） 第一号の活動により得られた映像や解析データ等の提供 

（４） その他、甲が必要と認めるもの 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定による要請を受けた場合は、可能な限りその要請に応ずるものとす

る。 

 

（実施報告） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき、支援活動を実施したときは、速やかに甲に対し書面により報

告するものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等により報告し、事後に書面を提出す

るものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 この協定に基づき、乙が甲の要請により支援活動に要した経費については、甲又は甲に

支援を要請した市町村が負担するものとする。 
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（経費の支払い） 

第７条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施後、前条の規定に基づき、甲又は甲に支援を要請

した市町村に負担する経費を請求するものとする。 

２ 甲又は甲に支援を要請した市町村は、前項の請求があった場合には、その経費について速や

かに支払うものとする。 

 

（事故等） 

第８条 乙は、支援活動の実施に際し事故等が発生した時、甲に対して速やかにその状況を報告

するものとする。 

２ 乙は、事故等の発生により、支援活動を中断した場合には、速やかに支援活動を継続するよ

う努めるものとする。 

 

（損害の負担） 

第９条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施に際し、乙の責めに帰する理由により、第３者に

損害を与えた時は、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害補償） 

第１０条 本協定に基づく業務の実施にあたり、従事した者の責めに帰することができない理

由により、従事した者が死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は心身に障害 

がある状態になったときの補償は、「北海道災害応急措置業務従事者の損害補償に関する 

条例(昭和 38年 12月 25 日条例第 56 号)」に定めるところにより、その損害を補償する。 

ただし、他の法令により、療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、同一の事故につ 

いては、その給付若しくは補償の限度において損害補償の責を免れる。 

 

（関係市町村との調整） 

第１１条 本協定に基づく支援活動の実施にあたり、関係市町村との必要な連絡調整業務は、原

則として、甲が行うものとする。 

 

（情報提供） 

第１２条 乙は、災害に係る情報について、支援活動の実施のほか、通常業務中に覚知した場合

においても、積極的に甲に提供するものとする。 

 

（平常時からの体制） 

第１３条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平常時から次の事項 

の協力に努めるものとする。 

（１） この協定に関する事務担当者名簿の相互交換を含む連絡体制の構築 

（２） 防災に関する情報交換 

（３） 甲又は市町村等が行う防災訓練への積極的な参加 

（４） その他、必要と認める事項 

 



（守秘義務） 

第１４条 乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について、この協定

の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第三者に開示・漏えいしてはならない。ただし、

事前に相手方の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（有効期間） 

第１５条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の日 

の１か月前までに、甲又は乙のいずれかが更新しない旨の意思表示をしない限り、その効力は

更に１年間継続するものとし、以降も同様とする。 

 

（協議事項） 

第１６条 この協定について疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、 

甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 

 令和 ７年 ５月１２日 

 

甲 北海道 

  北海道知事  鈴 木  直 道 

 

 

 

乙 特定非営利活動法人 Digital 北海道研究会 

  理 事 長  齊 藤  誠 一 

北海道ドローン協会 

会   長  小 川  健 太 



災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定書 
 

 北海道（以下、「甲」という。）と株式会社 YellowBuck（以下、「乙」という。）とは、北海道内

に地震、風水害、噴火、原子力災害その他の大規模災害（災害対策基本法第２条第１号に該当す

る災害をいう。）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下、「災害時」という。）のドロー

ンによる支援活動（以下、「支援活動」という。）に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時において甲が乙に対して行う支援活動の要請に関して、必要 

な事項を定める。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合は、乙に対し協力を要請することができるものとする。 

（１） 北海道内において災害等が発生したとき、または発生するおそれがあるとき 

（２） その他、甲が必要と認めるとき 

２ 前項の要請は、乙に対し、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等

により要請し、事後に書面を提出するものとする。 

 

（協力要請の対象） 

第３条 この協定における協力要請の対象は次に掲げるものとする。 

（１） 北海道内の被災地等におけるドローンによる調査、情報収集、広報及び物資の運搬 

（２） 前号の活動の実施に当たり必要となる操縦者の派遣、機体の提供 

（３） 第一号の活動により得られた映像等の提供 

（４） その他、甲が必要と認めるもの 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定による要請を受けた場合は、可能な限りその要請に応ずるものとす

る。 

 

（実施報告） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき、支援活動を実施したときは、速やかに甲に対し書面により報

告するものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等により報告し、事後に書面を提出す

るものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 この協定に基づき、乙が甲の要請により支援活動に要した経費については、甲又は甲に

支援を要請した市町村が負担するものとする。 

 

（経費の支払い） 

第７条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施後、前条の規定に基づき、甲又は甲に支援を要請
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した市町村に負担する経費を請求するものとする。 

２ 甲又は甲に支援を要請した市町村は、前項の請求があった場合には、その経費について速や

かに支払うものとする。 

 

（事故等） 

第８条 乙は、支援活動の実施に際し事故等が発生した時、甲に対して速やかにその状況を報告

するものとする。 

２ 乙は、事故等の発生により、支援活動を中断した場合には、速やかに支援活動を継続するよ

う努めるものとする。 

 

（損害の負担） 

第９条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施に際し、乙の責めに帰する理由により、第３者に

損害を与えた時は、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害補償） 

第１０条 本協定に基づく業務の実施にあたり、従事した者の責めに帰することができない理

由により、従事した者が死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は心身に障害 

がある状態になったときの補償は、「北海道災害応急措置業務従事者の損害補償に関する 

条例(昭和 38年 12月 25 日条例第 56 号)」に定めるところにより、その損害を補償する。 

ただし、他の法令により、療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、同一の事故につ 

いては、その給付若しくは補償の限度において損害補償の責を免れる。 

 

（関係市町村との調整） 

第１１条 本協定に基づく支援活動の実施にあたり、関係市町村との必要な連絡調整業務は、原

則として、甲が行うものとする。 

 

（情報提供） 

第１２条 乙は、災害に係る情報について、支援活動の実施のほか、通常業務中に覚知した場合

においても、積極的に甲に提供するものとする。 

 

（平常時からの体制） 

第１３条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平常時から次の事項 

の協力に努めるものとする。 

（１） この協定に関する事務担当者名簿の相互交換を含む連絡体制の構築 

（２） 防災に関する情報交換 

（３） 甲又は市町村等が行う防災訓練への積極的な参加 

（４） その他、必要と認める事項 

 

（守秘義務） 

第１４条 乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について、この協定



の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第三者に開示・漏えいしてはならない。ただし、

事前に相手方の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（有効期間） 

第１５条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の日 

の１か月前までに、甲又は乙のいずれかが更新しない旨の意思表示をしない限り、その効力は

更に１年間継続するものとし、以降も同様とする。 

 

（協議事項） 

第１６条 この協定について疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、 

甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 

 令和 ７年 ５月１２日 

 

甲 北海道 

  北海道知事  鈴 木  直 道 

 

 

 

乙 株式会社 YellowBuck 

代表取締役  栗 原  祥 弘 



災害時におけるドローンによる支援活動に関する協定書 
 

 北海道（以下、「甲」という。）と一般社団法人日本ＵＡＳ産業振興協議会（以下、「乙」とい

う。）とは、北海道内に地震、風水害、噴火、原子力災害その他の大規模災害（災害対策基本法

第２条第１号に該当する災害をいう。）が発生し、又は発生のおそれがある場合（以下、「災害時」

という。）のドローンによる支援活動（以下、「支援活動」という。）に関して、次のとおり協定

を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時において甲が乙に対して行う支援活動の要請に関して、必要 

な事項を定める。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合は、乙に対し協力を要請することができるものとする。 

（１） 北海道内において災害等が発生したとき、または発生するおそれがあるとき 

（２） その他、甲が必要と認めるとき 

２ 前項の要請は、乙に対し、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等

により要請し、事後に書面を提出するものとする。 

 

（協力要請の対象） 

第３条 この協定における協力要請の対象は次に掲げるものとする。 

（１） 北海道内の被災地等におけるドローンによる調査、情報収集、広報及び物資の運搬 

（２） 前号の活動の実施に当たり必要となる操縦者の派遣、機体の提供、許認可等の手続及

び他機関との調整 

（３） 第一号の活動により得られた映像等の提供 

（４） 災害時のヘリとドローンの航空運用調整の支援 

（５） その他、甲が必要と認めるもの 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定による要請を受けた場合は、可能な限りその要請に応ずるものとす

る。 

 

（実施報告） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき、支援活動を実施したときは、速やかに甲に対し書面により報

告するものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等により報告し、事後に書面を提出す

るものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 この協定に基づき、乙が甲の要請により支援活動に要した経費については、甲又は甲に

支援を要請した市町村が負担するものとする。 
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（経費の支払い） 

第７条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施後、前条の規定に基づき、甲又は甲に支援を要請

した市町村に負担する経費を請求するものとする。 

２ 甲又は甲に支援を要請した市町村は、前項の請求があった場合には、その経費について速や

かに支払うものとする。 

 

（事故等） 

第８条 乙は、支援活動の実施に際し事故等が発生した時、甲に対して速やかにその状況を報告

するものとする。 

２ 乙は、事故等の発生により、支援活動を中断した場合には、速やかに支援活動を継続するよ

う努めるものとする。 

 

（損害の負担） 

第９条 乙は、本協定に基づく支援活動の実施に際し、乙の責めに帰する理由により、第３者に

損害を与えた時は、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害補償） 

第１０条 本協定に基づく業務の実施にあたり、従事した者の責めに帰することができない理

由により、従事した者が死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は心身に障害 

がある状態になったときの補償は、「北海道災害応急措置業務従事者の損害補償に関する 

条例(昭和 38年 12月 25 日条例第 56 号)」に定めるところにより、その損害を補償する。 

ただし、他の法令により、療養その他の給付若しくは補償を受けたとき、同一の事故について

は、その給付若しくは補償の限度において損害補償の責を免れる。 

 

（関係市町村との調整） 

第１１条 本協定に基づく支援活動の実施にあたり、関係市町村との必要な連絡調整業務は、原

則として、甲が行うものとする。 

 

（情報提供） 

第１２条 乙は、災害に係る情報について、支援活動の実施のほか、通常業務中に覚知した場合

においても、積極的に甲に提供するものとする。 

 

（平常時からの体制） 

第１３条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平常時から次の事項 

の協力に努めるものとする。 

（１） この協定に関する事務担当者名簿の相互交換を含む連絡体制の構築 

（２） 防災に関する情報交換 

（３） 甲又は市町村等が行う防災訓練への積極的な参加 

（４） その他、必要と認める事項 

 



（守秘義務） 

第１４条 乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について、この協定

の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第三者に開示・漏えいしてはならない。ただし、

事前に相手方の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（有効期間） 

第１５条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の日 

の１か月前までに、甲又は乙のいずれかが更新しない旨の意思表示をしない限り、その効力は

更に１年間継続するものとし、以降も同様とする。 

 

（協議事項） 

第１６条 この協定について疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、 

甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有

する。 

 

 

 令和 ７年 ５月１２日 

 

甲 北海道 

  北海道知事  鈴 木  直 道 

 

 

 

乙 一般社団法人日本ＵＡＳ産業振興協議会 

理 事 長  鈴 木  真 二 



災害時におけるバスによる人員等の輸送に関する協定 

 

 

 北海道（以下「甲」という。）と一般社団法人北海道バス協会（以下「乙」という。）は、災

害時における人員等の輸送に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、津波、噴火、原子力災害その他の大規模災害（災害対策基本法第 

２条第１号に該当する災害をいう。）が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災

害時」という。）において、北海道地域防災計画に基づき、甲が乙に対して行うバスによる

人員等の輸送要請に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、災害時において、次条に掲げる業務を遂行するために必要がある場合は、乙に 

対し協力を要請するものとする。 

２ 前項の規定による要請は、乙の協会員の従業員の安全確保に十分配慮して行うものとする。 

３ 第１項の規定による要請は、人員等の輸送協力要請書（別記第１号様式。以下「要請書」 

という。）により行うものとする。ただし、要請書をもって要請するいとまがない場合は、 

口頭で要請し、その後、速やかに要請書を送付するものとする。 

４ 乙は、甲から要請を受けたときは、乙の協会員と調整の上、要請のあった輸送業務を可能

な限り実施するよう努めるものとする。 

 

（業務内容） 

第３条 本協定において、甲が乙に協力を要請する業務は、次のとおりとする。 

（１）被災者等の輸送に関する業務 

（２）災害応急対策に必要な要員及び携行する資機材等の輸送に関する業務 

（３）ボランティアの輸送業務 

（４）その他甲が必要とする緊急的なバス輸送業務 

 

（報告） 

第４条  乙は、前条の規定により業務に従事した場合は、速やかに当該業務の内容等について

人員等の輸送実績報告書（別記第２号様式）により甲に報告する。 

 

（費用の負担） 

第５条 第３条の規定により乙の協会員が実施した業務に要した費用は、甲が負担する。 

２ 前項の費用は、道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第９条第３項、同法第９条の２第１

項の規定により、乙の協会員が届け出た運賃及び料金を基準として、甲乙協議の上定めるも 

のとする。 

 

（費用の請求及び支払） 

第６条 乙は、業務終了後、業務に要した前条の費用について、甲に請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があった場合は、内容を確認し、速やかにその費用を支払うものとする。 

 

 

資料８－２（９－２３） 



（事故等） 

第７条 乙の提供した車両が、故障その他の理由により輸送を中断したときは、乙は甲にその 

状況を報告するとともに、代替車両を確保しその輸送を継続するものとする。 

  

（補償） 

第８条 甲は、第３条の規定による業務に従事している乙の協会員の従業員について、その  

者の責に帰することができない理由により死亡その他の事故が生じたときは、「北海道災害 

応急措置業務従事者の損害補償に関する条例（昭和 38 年 12 月 25 日条例第 56 号）」に定め

るところにより、その損害を補償する。ただし、当該従事者が他の法令により、療養その他

の給付若しくは補償を受けたとき、同一の事故については、その給付若しくは補償の限度に

おいて損害補償の責を免れる。 

                                                               

（資料の提供） 

第９条 乙は毎年１回、甲に対し、乙の協会員が保有する車両台数の資料を提供する。 

 

（原子力災害時における対応） 

第 10 条 原子力災害時における対応に関する事項については、「原子力災害時における住民避 

難用バス要請・運行要領」（平成 27 年 10 月５日策定）の定めるところによる。 

 

（協議等） 

第 11 条 この協定に定めがない事項及びこの協定に定める事項に関して疑義が生じた場合は、 

甲乙協議の上、決定する。 

 

（有効期間） 

第 12 条  この協定は、締結の日からその効力を生じ、甲又は乙から終了の意思表示がない限

り、その効力を継続する。 

 

この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名の上、各１通を保有する。 

 

令和７年１０月２７日 

                                     

  

                    甲 北海道 

                      北海道知事 鈴木 直道 

 

 

 

 

                                       乙 一般社団法人 北海道バス協会 

                      会長 長谷川 義郎 

 

 

 

 


